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指す Green of IT と，IT の活用により産業活動
や物流，オフィス活動などの効率化やエネル
ギー量の削減を目指す Green by IT が欠かせ
ないと述べている。全世界の IT 産業の CO2
排出量は世界規模の排出量のわずか 2%に過
ぎないため，Green of IT を積極的に推進した
としても，それほど排出量の削減に貢献すると
は考えられない。それよりも，残りの 98%の部分
の削減に対して，基盤的な機能を果たしてい
る IT 産業がどのように貢献できるかが課題とな
るのである。椎野はユビキタスネットワークの活
用が社会全体の CO2 排出量の削減につなが
ると主張している。具体的には，短期的な効果
が見込めるものとして，電子決済やテレワーク
などの利用に代表される既存手段の置き変え
や非物質化，ネットワークとセンサー技術を応
用した制御の高度化や自動化を挙げ，中期的
な効果が見込めるものとして，複数企業の業
務提携による物流の最適化やデジタル機器の
集約化，データセンタの共同利用などを挙げ
ている。そして最後に，日本企業がなすべきこ
ととして，日本企業が得意とする省エネ型・省
資源型のビジネスを IT の有効利用によって進
めるべきだと主張している。 
このような環境対策を促す企業行動は，元
来高コストに結びつくと考えられがちであった
ため，環境対策に積極的に取り組む企業はそ
れほど多くはなかった。しかし，近年，環境対
策と経済的成果の両立を目指す企業も現れ，
その因果関係を調査した研究もいくつか出て
きている。金原・藤井論文(「日本企業における
環境行動の因果的メカニズムに関する分析」
『日本経営学会誌』第 23 号，2009)は，企業に
よる環境行動が外部圧力や環境パフォーマン
スと経済パフォーマンスにどのように関係して
いるかの因果的構造を共分散構造分析によっ
て明らかにしている。ここでいう環境行動は，
環境経営優先度や組織の環境イニシチアチ
ブとしてのトップのリーダーシップ，管理者の権
限，従業員の環境意識の 4 変数からなる環境
経営度と，その方針を実践した形の具体的な
組織体制(ISO14001 取得の有無，環境報告書
の有無，環境会計の有無など)を総合的にとら
えたものである。環境行動と成果については，
明確な環境戦略を策定すれば，それに従って
組織体制が整い，組織の環境対策行動が強
まり，その結果，環境パフォーマンスの向上，
さらには，経済パフォーマンスの向上へつなが
っていくことが判明した。ただ，個々の企業に
おいて環境への取り組みに対するインセンティ
ブがはっきりしていないためか，組織の環境へ
の取り組みが経済パフォーマンスにプラスには
貢献していなかった。企業の環境対策が功を
奏して，それが持続可能な社会の実現に貢献
するには，環境対策への取り組みが中長期的
には経済パフォーマンスの向上に結びつくと
いうことをさらに詳しく解明し，このことを社会に
啓蒙していく必要があるだろう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
